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途上国では都市への集積が進み急激な経済成長を遂げており，経済効率性の追求が求められている．他

方で，今後は環境問題への対応も不可欠であり，経済効率性の追求だけでなく，将来の環境制約を予め考

慮した地域間交通システムの構築に向けた方策の検討が急務の課題となっている．環境制約下における途

上国を対象として，低炭素な地域間交通システムの構築に向けて，将来の人口分布や生産・消費の空間構

造の変化に対して，CO2排出量削減をするために必要な低炭素地域間交通システムの整備効果を定量的に評

価するモデルを開発した． 
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1.  研究の背景と目的 

 

世界では経済連携の強化が進展し，国単位での貿易の

障壁が小さくなり，途上国においては首都や大都市に人

口や産業の急激な集積が進み，都市化の原動力を活かし

た経済成長が進んでいる．そして，さらなる経済成長を

実現するには経済効率性の改善が急務であり，交通コス

トの低減に向けた地域間交通システムの整備が不可欠

となっている．他方で，急激な都市化は，都市部と地方

部の地域間格差を必然的に生み出し，格差是正という意

味においても，地域間交通システムの整備は重要になっ

ている．しかし，これらの議論には，CO2排出量の削減

といった環境効率性の改善は重要視されておらず，具体

的な方策の検討が遅れていると言える．そのため，途上

国において今後の地域間交通システム整備の方向性を

考えるには，鉄道などの環境負荷の小さな交通手段の促

進や技術革新に期待するだけではなく，国土の人口分布

や消費・生産などの空間構造との関係も合わせて検討す

ることが求められる． 

地域間交通システムにおけるCO2排出量削減に向けた

取組みとして日本の過去からの経緯を考えることが参

考になる．かつてはCO2排出量削減に対する問題意識は

希薄であったこともあり，経済成長に伴う交通部門から

のCO2排出量は急激に増加してきた．そのため、日本に

おいてもCO2排出削減に向けた方策の検討がなされてき

た。しかし，今後は少子高齢化の加速や低成長時代への

突入により，環境負荷削減に対して投資をする財源が乏

しく，低炭素型の地域間交通システムへの大転換は容易

ではない．他方で，今後はアジアなどの途上国において

も急激な高齢化の加速が懸念されており，途上国が現在

の先進国と同じような成長過程を経た後に環境問題へ

の対応策を実施することは，同様の問題に直面すること

が懸念され，CO2排出量の大幅な削減が困難になること

が想定される． 

これらの課題に対して，低炭素な地域間交通システム

の構築を考えるには，1)需要抑制(Avoid)，2)交通機関分

担の変化(Shift)，そして3)技術革新(Improve)の三つを組

み合わせて考える必要がある．特に，途上国においては，

地域間の交通需要発生を小さくする将来の人口分布や

消費・生産の空間構造のあり方まで検討することが求め

られる(Avoid)．さらに，地域間交通システムの導入路線

やその整備水準の差異による交通手段の分担率変化

(Shift)や，技術革新によるCO2排出原単位の改善

(Improve)の効果も合わせて分析することが重要である．   

本研究では経済モデルとして空間構造の変化に地域

間交易係数を用いて集積の効果を反映させたモデルを

開発する。また、環境負荷費用や移動時間，距離を考慮

した交通モデル，そして地域間交通部門からのCO2排出
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量の推計モデルの三つを構築する． 

以上より本研究の目的は，途上国を対象として，将来

の低炭素な地域間交通システムの構築に向けて，人口分

布や生産・消費の空間構造の変化と交通システム整備と

の関係を表現する新たなモデルを開発する．そして，CO2

排出量を削減するために必要な空間構造のあり方や地

域間交通システムの導入量，および路線について定量的

に評価することである．尚，本研究ではケーススタディ

として，人口集中問題と地域間格差が存在するタイを取

り上げる． 

 

 

２.  既往研究 

 

(1) 空間構造の研究事例 

 これまで，空間構造の変化に着目した研究として，阿

部(1995) 1)ではタイにおける人口分布について1970年代

からの変化を整理し，経済成長に合わせて都市への人口

集中をしてきしている．他方で，石井(2003)2)では更なる

経済成長を続ける状況における産業構造の変化と地域

間格差に着目し，中所得地域群と低所得地域群の格差が

拡大していることを指摘している．しかし，低炭素性や

地域間交通システム整備との関係は考慮されていない． 

 

(2) 地域間交通の研究事例 

 地域間交通システムに着目した研究としては，Tamura 

et.al(2010) 3) ではタイとミャンマーのCross-border 

transport(CBT)に焦点を当て，生産構造の変化による交通

需要の発生状況を分析し，現在の機関選択においては費

用より信頼性が重要であることを指摘している．同様の

プロジェクトはJICA(2008) 4)においても取り組まれてい

るが，主に地域開発に主眼を置いており将来の環境制約

への対応は検討をされていない．これらに対して，花岡

ら(2010) 5)では，貨物におけるインターモーダル輸送に

よるエネルギー節約効果を明らかにするために，エネル

ギー消費量，輸送時間，輸送料金の多目的最適化問題を

解き，バンコク―ハジャイ間における機関分担などを算

出している．一方，旅客を対象とした研究事例としては，

Peter R. Stopher et.al(2007) 6)では，タイ国内における高速

鉄道のフィージビリティースタディーを行い，高速鉄道

整備による人口やGDPへの影響を分析している．しかし，

ここでも将来の空間構造の変化と環境制約を同時に検

討はされていない． 

 

(3) 本研究の位置付けと分析対象範囲 

 こように，急激な経済成長による人口分布の変化や産

業構造の変化による地域間格差の拡大など空間構造の

大きな変化を遂げる途上国において，低炭素な地域間交

通システムを構築するためには，先進国のような交通分

野における分担率改善(shift)や技術革新(Improve)に頼る

セクターアプローチだけを検討するのではなく，交通需

要の発生その物を抑制する(Avoid)ような人口分布や生

産・消費の空間構造の変化を合わせて検討することが大

切である．そのため，本研究では将来の空間構造の変化

において，低炭素な地域間交通システムを構築するため

に必要な整備効果について，経済モデルと交通モデル，

そして地域間交通からのCO2排出量推計モデルを構築す

ることで，定量的に明らかにする． 

 ただし，本研究における分析対象範囲は，国内の地域

間旅客交通，及び地域間貨物交通のみであり国際地域間

交通の分析は捨象されることに注意されたい． 

 

 

３. 分析モデルの全体構造 

 

 本研究で開発するモデルは，全三段階で構成され，1)

経済モデル，2)交通モデル，そして3)地域間交通からの

CO2排出量推計モデルである．これらのモデルを用いて，

CO2排出量を削減するために必要な三つの政策(Avoid, 

Shift, Improve)を導入した場合の影響を分析する．  

 

(1) モデルの全体構造 

 本研究で構築するモデルは，空間構造パターンを表現

する経済モデルと，地域間の交通サービス水準などを表

現する交通モデル，そして地域間交通からのCO2排出量

の推計モデルの三つから構成される（図1）．経済モデ

ルでは，将来の人口分布シナリオの変化を外生的に与え

た場合の産業間取引や最終需要の発生状況などを算出

する．交通モデルでは，交通ネットワーク変化による交

通費用の変化を算出する．そして，空間構造の変化によ

る地域間の経済取引の状況に応じて，旅客交通及び貨物

交通の部門からのCO2排出量を分担率変化や技術革新な

どを組み込んだ交通モデルから算出し，低炭素な地域間

交通システムの整備によるCO2削減効果を求める． 

 

図-1 モデル全体構造 
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(2) 経済モデル 

a) CALTAS経済モデル 

 本研究で構築する経済モデルは，人口分布や消費・生

産の空間構造を把握し，集積の効果も反映できるモデル

構造であることが必要である．さらに，データ量が少な

い途上国を対象とすることから，本研究では消費・生産

の取引関係を簡易に記述した中村ら(1983)7)において開

発されたCALUTASU土地利用モデルの一部である商業

業務モデルを応用し，途上国の消費・生産の取引構造を

記述する．具体的には，式(1)のようになる． 

s
dummy

s

rs
i

ssrs
i

s j

rs
i

tr
i

s
ij

tr
i

tPopbCom

tXaX



















 ,1,

(1)

 ここで，r :発地，s :着地，i :地域rにおける産業の業種，

j :地域sにおける産業の業種，t :分析の対象年次（年），
1, tr

iX :t+1期における地域r産業iの生産額， 1,r
iX :t期にお

ける地域r産業iの生産額， s
ija :投入係数， rs

iCom :地域s

における地域r産業iに対する一人当たり消費係数， sb :

地域sの一人当たり所得， sPop :地域sの人口， rs
it :地域

間交易係数，  , :パラメータである． 

 経済モデルの構造は，第一項が中間需要を，第二項が

最終需要を，第三項が地域別のダミー変数となっている．

これにより，将来の人口分布シナリオを外生的に与えた

際に，最終需要の変化を通じて，地域間取引や地域の総

生産額を算出できる． 

b) 地域間交易係数 

 本研究では地域間取引の関係の強さを表す指標とし

て地域間交易係数(式(2))を設定する．アジアの途上国で

は経済成長の過程で急激な都市化と人口や産業の集積

が発生しているため，地域間の取引対象地域を左右する

のは，地域間の距離や交通費用の存在による交通抵抗の

影響だけでなく，取引の相手地域の産規模や集積度合い

の影響も受けると考えられる．そこで，本研究では交通

抵抗に取引相手先の生産額を掛け合わせ，集積の大きな

地域との取引が増加するように表現される構造とした．

具体的には下記の式(2)のようになる． 

 




s

rstrs
i

rstrs
irs

i
cX

cX
t

)exp(

)exp(
,

,
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 ここで， rsc :地域rs間の旅客における交通一般化費用，

 :距離低減パラメータである． 

 

 

(3) 交通モデル 

a) 交通一般化費用の定式化 

 交通モデルは，地域間の交通一般化費用の算出及び統

合の方法である．式(2)でも用いた rsc は三項から構成さ

れ，第一項は交通費用，第二項は時間価値，最後に第三

項はCO2排出量に対する環境負荷費用から成る．具体的

には，式(3)のように記述される． 
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 (3)

 ここで，k :モード(Car, Air, Rail, IT)， krsc , :地域rs間の

交通モードkの交通一般化費用， krw , :地域rの交通モー

ドkに対する時間価値， krs
ttmet , :地域rs間，交通モードkの所

要時間， k :交通モードkに対するCO2排出削減の限界費

用， krs
passengerCOe ,

,2
:地域rs間の交通モードkにおけるCO2

排出原単位， krsL , :地域rs間の交通モードkの距離である． 

b) 交通一般化費用の統合化 

 図-2は，モード別の交通一般化費用から，全交通手段

を考慮した際の統合交通一般化費用を算出するフロー

である．行程は全四段階である．第一段階では，式(3)

を用いて，航空，鉄道，自動車それぞれの krsc , を算出

する．第二段階では，式(4)のように航空と鉄道の krsc , に

対して，OD毎の分担率を掛け合わせ，公共交通一般化

費用を算出する．第三段階では，式(5)のように，公共交

通と自動車の krsc , を用いて，総合交通一般化費用を算

出する．最後の四段階では，将来のIT化による動向を考

慮するために，式(6)ようにITと総合交通一般化費用を用

いた統合交通一般化費用を算出することとなる． 
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図-2 交通一般化費用の算出構造 
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(4) 地域間交通からのCO2排出量推計モデル 

 本研究で構築する地域間交通からのCO2排出量推計

モデルは，旅客交通，及び貨物交通の両方を扱う．ここ

では，式(1)で計算される地域間の総取引金額に対して，

交通分野に対する支出割合の原単位を掛け合わせるこ

とで交通支出額を算出した後で，単位取引当たりの交通

需要の発生量を求める．地域間交通システム整備による

OD間の分担率の変化や技術革新によるCO2排出原単位

の改善も表現できるようにする．具体的には，式(7)が旅

客のCO2排出量を，式(8)が貨物のCO2排出量を表す． 

 krs
cedis

krs
passengerCO

krs
passengershare

rrrs
ij

r
passenger

Leu

QTransTradeE
,

tan
,

,2
,
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,
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 ここで， r
passengerE :地域rにおける旅客交通からのCO2

排出量， r
oCE arg

:地域rにおける貨物交通からのCO2排出

量， rs
ijTrade :地域r産業iと地域s産業jの取引額， rTrans :

地域rs間，交通モードkの所要時間， rQ :地域rにおける

総支出に占める交通費用の割合， rP :単位当たり取引額

に対する貨物交通需要の発生原単位， krs
ocshareu ,

arg,
:地域rs

間における貨物交通のモード別分担率， krs
ocCOe ,

arg,2
:貨物

交通モード別CO2排出原単位である． 

 

 

４. 分析の対象地域 

 

 本研究では，途上国における人口や産業集積が著しい

タイを対象とする．タイは2009年時点でバンコクに全人

口の17%，全生産額の42%が集積している一方で，地方

では一人当たり所得がバンコクの13%～32%程度しか得

られていない状況であり，地域間格差が大きな国である．

国連統計によると，2030年には人口が現在より400万人

増加をしてピークを迎えるとの推計もされており，巨大

集積都市を持つ空間構造を環境制約下においてもCO2排

出量を交通部門から減少させるための地域間交通の分

析を行うには適していると考える． 

 空間構造の変化と地域間交通整備のCO2排出量の削減

効果の影響を分かりやすくするために，本研究ではタイ

国内の76県の行政区分を7地域に統合する．統合の方法

は，National Statistical office Thailandの7地域別生産額調査

の行政区分と一致するように設定した．(1.北部，2.北東

部，3.中央部，4.西部，5.東部，6.南部，7.バンコク)．各

地域における代表都市は，1.Chengrai，2.Khon Kaen，3.Lop 

Buri，4. Hua Hin，5. Leam-chabang，6.Hat Yai，7.Bangkok

として設定した．また，地域内の内々交通の取り扱いに

関しては，地域内の各都市から代表都市への自動車によ

る所要時間に対して出発地の人口による重み付けを行

うことで対応した．経済データも同様にタイ国家統計局

を用いる．一方，交通需要に関しては地域間の総需要量

や分担率に関する統計入手が容易ではないため，基準年

時点では長距離の分担率を全て自動車と仮定して，パラ

メータ推計を行う．尚，パラメータ推定や分析結果の詳

細については，研究発表会当日に報告する． 
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